
平成２６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ９ 府 省 庁 名  農林水産省        

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

農業協同組合法に基づき農業協同組合及び農業協同組合連合会が行う共済事業（農家組合員が相互扶助

を目的として掛金を拠出し、共同備蓄を行うことにより老後の生活資金を準備するもの。） 

 

・特例措置の内容 

 

適格退職年金、確定拠出年金、確定給付企業年金及び勤労者財産形成給付金制度の退職年金等積立金に

対する特別法人税の撤廃を要望する。 

 

関係条文 

 

 地方税法第51条第１項、同法第314条の４第１項 

 

減収 

見込額 

［初年度］      （  －  ）  ［平年度］      （   －   ） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

企業年金制度は、国民の老後の生活設計の柱である公的年金とあいまって高齢期の所得確保を図るた

めの制度であり、事業主や従業員の自主的な努力に基づき、比較的自由な制度設計を行うことが可能な

制度として、制度創設以来、順調に普及してきている。 

また、勤労者財産形成給付金・基金制度は、事業主が金銭を拠出することにより、勤労者の現役期間

中及び老後の生活の安定を図るための自助努力による財産形成を援助する制度である。 

少子高齢化が進展し、国民の老後生活が多様化している現在の状況において、国民の老後の所得保障

の充実を図っていくためには、国民の自主的な努力を促すことが重要であり、今後ともこれらの制度の

普及を図っていくことが急務である。 

（２）施策の必要性 

特別法人税は、掛金拠出時に給与所得として課税すべきところ、給付時まで課税が繰り延べられるこ

とを踏まえ、その期間の遅延利息分を課税するという原則に基づき、資産額全体に対して課税される。

   そのため、特別法人税が課税された場合、あらかじめ備える積立金が減少するとともに（特に、個人が

運用指図を行う確定拠出企業年金では、個人ごとに区分された資産額が減少することとなる。）、運用結

果が赤字の場合にも課税されるため、さらに財政状況の悪化を招く可能性があるなど、年金資産の運用

に著しい影響があることから、企業年金等の普及の大きな阻害要因となる。 

このため、運用時の特別法人税課税を撤廃し、企業年金等の健全な育成及び適正な運営並びに老後生

活の安定と福祉の向上を図る必要がある。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

なし 
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合
理
性 

政策体系にお

ける政策目的

の位置付け 

 
《大 目 標》食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発

揮、森林の培養と森林再生力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活
の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中 目 標》農業の持続的な発展 
《政策分野》意欲ある多様な農業者による農業経営の推進 
 

政策の 

達成目標 

 
 国民の老後生活が多様化している状況において、国民の老後の所得保障の充実を図っていくため
には、国民の自主的な努力を促すことが重要であり、今後とも企業年金等の普及を図っていく。 

 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

 恒久措置を要望 

同上の期間中

の達成目標 

 
国民の老後生活が多様化している状況において、国民の老後の所得保障の充実を図っていくため

には、国民の自主的な努力を促すことが重要であり、今後とも企業年金等の普及を図っていく。 

 

政策目標の 

達成状況 

 

 － 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 
適格退職年金、確定拠出年金、確定給付企業年金及び勤労者財産形成給付金等の積立金を受

託する機関（全国共済農業協同組合連合会、生命保険会社、信託会社）に適用される。 
 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

企業年金等による積立金が確保されることにより、国民の老後の所得保障の充実とともに勤

労者の財産形成が促進され、勤労者の現役期間中及び老後生活の安定が図られる。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

適格退職年金、確定拠出年金、確定給付企業年金及び勤労者財産形成給付金制度等について

は、掛金等の拠出時及び給付時等において、税制上の所要の措置が講じられている。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

 － 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

 － 

要望の措置の 

妥当性 

 

公的年金の上乗せ年金である企業年金等の普及が促進され、国民の老後の所得保障の充実が図ら

れるとともに、勤労者の財産形成が促進され、勤労者の現役期間中及び老後生活の安定が図られる。
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

 － 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

 － 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

 － 

前回要望時の 

達成目標 

 
－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

 

 

 

これまでの要望経緯 

 
平成17年度税制要望 課税停止の２年延長 
平成20年度税制要望 課税停止の３年延長 

平成23年度税制要望 課税の撤廃 
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